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無期転換ルールと多様な正社員の雇用ルール等に関するこれまでの提言等 

 

１．無期転換ルール関連 

 

（１）規制改革推進に関する第５次答申（令和元年６月６日 規制改革推進会議） 抄 

 ○ 無期転換ルールによって、安定した雇用へのルートが制度化されたにも関わらず、その周知が必

ずしも十分でなく、制度を認知し正社員化を希望しながらも、転勤や残業を強制されるような無限

定な働き方を憂慮するあまり、その活用が進んでいないとの指摘がある。 

 

（２）有期労働契約研究会 報告書（平成 22年９月 10日） 抄 

第２ 締結事由の規制、更新回数や利用可能期間に係るルール、雇止め法理（解雇権濫用法理の類推

適用の法理）の明確化 

３ 更新回数や利用可能期間に係るルール 

  更新や雇止めの実態を見ると、７割の事業所が雇止めを行ったことがなく、結果として勤続年数

が 10 年を超えるような有期契約労働者も存在する。元来有期労働契約は契約期間の満了により終

了するものであり、雇止めと無期労働契約の解雇とは自ずから性格が異なるものの、このような実

態を踏まえ、更新回数又は利用可能期間の上限を設定して、それを超えてなお存在するような業務

のための有期労働契約であれば、無期労働契約と同様の、又はこれに類するルールに従うものとす

ることが公平に適うとの考え方がある。これは、有期労働契約の利用を基本的には認めた上で、利

用の状況に応じて、いわば濫用と言える状態を排除するという手法であり、今後稀少となっていく

労働力の有効な活用にも資するものと考えられる。この点、例えば、イギリス、ドイツ、韓国やス

ウェーデンの法制では有期労働契約の利用期間がそれぞれ４年又は２年を超えた場合（ドイツに

おいては、法が定める客観的な事由がある場合を除く。）には、無期労働契約を締結したものとみ

なすこととしている。 

上記のような考え方から、更新回数や利用可能期間について、一定の「区切り」（上限）を、設

けることとした場合、我が国の社会に妥当なものとして受容されるものとする必要があるととも

に、具体的な区切りの在り方については、業種、職種、就業形態、定年後の再雇用の場合における

ような年齢等の属性といった多様性にも留意しながら、検討すべきである。既に大臣告示では、告

示に基づく雇止めの予告等の対象として「３回以上更新し、又は雇入れの日から起算して１年を超

えて継続勤務している」という状態をもって「区切り」としている。ここでは、雇止め予告等の対

象から「あらかじめ当該契約を更新しない旨明示されている」有期労働契約を除くとされているも

のの、「区切り」について個別事情は反映されない。これまで指摘されてきた有期労働契約の多様

性に照らせば、産業や個々の職場の具体的事情を反映し得る工夫、例えば、対象労働者の意向も踏

まえつつ、集団的な労使の合意により、法律による共通の「区切り」のルールを、当該労使にとっ

てより妥当性を持つ内容に修正し得るような可能性やルールの適用対象の在り方を含め検討すべ

きである。 

これに関連して、有期労働契約の更新を重ねた場合、１回の契約期間の上限として定められた労

働基準法第 14 条による「３年」を利用可能期間の規制と誤解したり、「３年」を超えて使用する
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と、雇止めに関し解雇権濫用法理が類推適用される可能性があるとの言わばリスク回避的考慮か

ら有期契約労働者を３年未満の一定期間を上限として雇止めとする企業の雇用管理の実例が報告

された。また、大臣告示は、雇止め予告等の対象を３回以上更新し、あるいは１年を超えて継続勤

務している者に係る有期労働契約としており、これらの例等にも留意することが必要である。 

更新回数や利用可能期間の規制は、規制基準として一義的に明確であり、労使双方にとって予測

可能性は非常に高いものとなるため、紛争の未然防止につながるほか、組み合わせる法的効果によ

ってステップアップの道筋が見え、労働者の意欲の向上にもつながり得ると考えられる。また、そ

の「区切り」を、労働者の雇用の安定や、職業能力形成の促進、正社員への転換等と関連付けて制

度を構築するなどにより広がりを持ち得ることも評価に値する。 

一方、基準の明確さの反面、この「区切り」の手前での雇止めの誘発という副作用をもたらす懸

念が指摘された。ただし、更新回数や利用可能期間として設定した内容に応じて、その弊害の程度

は調整され得るとの指摘もあった。2007 年７月に、２年間の利用可能期間の上限規制を導入した

韓国では、上限到達時において、雇止め、無期化双方の例が見られたところである。規制を導入し

て間もないため、引き続き動向を継続的に注視し、その施行状況を参考とすべきであろう。 

また、有期労働契約を更新してこの一定の「区切り」を超えるに至った場合、どのような法的効

果を生じさせるかについては、例えば、「無期労働契約とみなす」、「無期労働契約への変更の申込

みがあったものとみなす」、「無期労働契約への変更の申込みを使用者に義務付ける」ことや、後記

４のように解雇権濫用法理と同様のルールが適用されるものとする、あるいは同ルールが適用可

能な状況にあることを推定する、解雇予告制度を参考に雇止めの予告義務を課すことなど、様々な

選択肢が考えられる。有期労働契約の多様性、労働者の意思の取扱いや法的効果がもたらす影響、

上記の「副作用」への対処等を踏まえつつ、検討が必要である。 

なお、法的効果として無期労働契約とみなされた場合には、従前の労働契約のうち、期間を定め

た部分のみが変更されるものと考えられ、他の労働条件全般が直ちに正社員と同様となるかは別

個の問題と考えられる。また、更新回数や利用可能期間を規制する場合には、クーリング期間（離

職した労働者を再度雇用するまでの間隔）の評価について、ルールの公平な遵守との関係で検討が

必要となる。 

ここで他の施策との関係について見ると、「区切り」に至るまでの間の長さ等によっては、「区切

り」までの間であっても、雇止め法理や雇止め予告の適用に一定の意義が認められる場合もあり、

また、「区切り」を超えるに至った場合の法的効果（例えば労働者の意思により、有期労働契約の

締結を認める等）によっては、「区切り」後における雇止め法理の適用の意義はなお存すると考え

られる。また、更新の有無や、更新の際の判断基準の明示義務については、とりわけ更新回数を制

限した場合は当事者の予測可能性が高まることから、必要性は相対的に低下するものの、依然とし

て「区切り」に至るまでの間は、当該義務を課すことに一定の意義があるとも考えられる。一方、

更新回数の上限規制を導入することとした場合、労使双方にとって一回の契約期間をできる限り

長くするというインセンティブが働き、契約期間の細切れ化への対応の必要性は低下することと

なる。 
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２．多様な正社員の雇用ルール関連 

 

（１）規制改革推進に関する第５次答申（令和元年６月６日 規制改革推進会議） 抄 

○ 我が国においては、労働契約の締結時に、詳細な労働条件について明確な合意がなされないこと

があり、企業の包括的な指示のもとで、自身の労働条件が曖昧なまま働いている労働者は少なくな

い。ジョブ型（勤務地限定、職務限定等）を含む多様な働き方のニーズが高まる中、個々の労働者

と使用者間の文書による労働条件の確認と合意は、予見可能性の高い納得ある働き方を担保し、労

使間の個別紛争の未然防止の観点からも欠かせない。 

 

（２）ジョブ型正社員（勤務地限定正社員、職務限定正社員等）の雇用ルールの明確化に関する意見

（令和元年５月 20日 規制改革推進会議） （抄） 

 ○ 国は、「勤務地限定正社員」、「職務限定正社員」等を導入する企業に対し、勤務地（転勤の有無

を含む。）、職務、勤務時間等の労働条件について予測可能性を高められるよう、個々の労働者と事

業者との間の書面（電子書面を含む）による確認を義務付け、現行の労働条件明示に関する規定に

ついて必要な法令の見直しを行うべきである。 

また、多様な正社員が 、使用者と合意した労働条件によって安心して働ける様、「勤務地限定正

社員」、「職務限定正社員」の雇用形態の周知と積極的な導入を促し、また、労働条件を確認する手

段として、以下の検討を行うべきである。 

  ① 労働契約の内容を書面で確認できるよう、労働契約法第４条第２項を改正し、「勤務地限定正

社員」、「職務限定正社員」等については、労働契約の締結時や変更の際に、限定の内容について、

労使当事者間の書面による確認を義務化する。 

② 労働条件に勤務地変更（転勤）の有無、転勤の場合の条件が明示されるよう、労働契約の締結

に際して、労働者に書面で明示しなければならないとする労働条件の記載事項（労働基準法第

15 条、労働基準法施行規則第５条１項）に、「勤務地変更（転勤）の有無」、「転勤の場合の条件」

を追加するとともに、労働条件の変更の際も労働者に書面で明示する。 

③ 勤務地の変更（転勤）を行うことが予定される場合は、就業規則にその旨が示されるよう、 就

業規則の記載事項（労働基準法第 89 条）に、労働者の勤務地の変更（転勤）を行うことを予定

する場合には、当該事項を、また、労働者の勤務する地域を限定して使用する場合には、その限

定に関する事項を、追加する。 

 

（３）「多様な正社員」の普及・拡大のための有識者懇談会 報告書（平成 26 年７月 30 日） 抄 

 ２ 労働者に対する限定の内容の明示 

（１） 限定の内容の明示の必要性 

   労使双方が職務や勤務地の限定があると認識している場合や、労使双方が限定が無いと認識し

ている場合、あるいは限定の内容について認識が一致している場合には、限定をめぐって争いには

ならず、例えば解雇の裁判例においても、解雇事由の有無自体が争われ、裁判所も限定の有無につ

いては判断を行わない。労使間で職務や勤務地の限定をめぐる争いが生じるのは、使用者が限定の

有無や内容について曖昧に運用し、労使のいずれかが限定があると認識し、他方が限定が無いと認
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識している場合や、限定の内容について労使の認識が一致していない場合である。 

JILPT の裁判例分析において、労働契約書等において職務や勤務地を明示しても、それ自体で限

定が認められるとは必ずしも言えず、採用の目的、就労の実態等と併せて総合判断した上で、限定

の有無について判断がなされる傾向にある。これは、労働契約書の記載内容が、職務や勤務地は明

示しているものの、それが当面のものか、将来的にも限定されたものか明示していない場合や、限

定の有無や内容が異なる労働者について同一の就業規則の規定が適用される場合など、労働契約

の成立時における労働契約書や就業規則の職務や勤務地の記載などのみで限定の有無を判断する

ことは難しいことも影響していると考えられる。 

職務や勤務地の限定をめぐる紛争を未然に防止し、将来の予測可能性を高める一助として、限定

がある場合はその旨と限定の内容について当面のものか、将来的にも限定されたものか明示して

いくことは重要であると考えられる。 

また、限定がある場合にはその旨と限定の内容について明示することにより、限定の内容が曖昧

である場合と比べ、労働者にとってキャリア形成の見通しがつきやすくなること、ワーク・ライ

フ・バランスを図りやすくなること、企業にとっても優秀な人材を確保しやすくなること等から、

限定の内容について明示を進める必要がある。ただし、いわゆる正社員と多様な正社員とのキャリ

アが固定されてしまうとの懸念もあることから、併せて転換制度の整備やその周知にも取り組む

ことが重要である。 

また、企業が有する事業所が一のみの場合であっても、将来的に事業所が増設されることも想定

される等の場合は、事業所が一のみであるゆえに直ちに限定ありと判断されないことに留意が必

要である。この場合、状況が変更したときに、限定の有無について労使間であらためて決定するこ

とは紛争回避の観点から重要である。 

なお、前述のとおり、限定が認められる場合でも、限定された職務が高度な専門性や高い職位を

伴わない場合や、勤務地限定の場合、過去に配置転換を行ったことがあるなど、行使される人事権

の範囲が実態として広い場合など、配置転換が可能な範囲の広さに応じて、雇用維持のための解雇

回避努力の程度は異なる傾向がみられる。これと同様に、限定がある場合、その旨と限定の内容を

明示した場合であっても、解雇の有効・無効の判断に当たっては、職務や勤務地の限定の合意に従

った運用がなされていたか、労働者の限定についてどの程度の期待をもたせていたか等、限定の合

意の拘束度や人事権の広さの範囲に応じ解雇回避努力が求められる。 

（２） 限定の内容の明示の促進策 

   紛争の未然防止にとどまらず、労働者のキャリア形成支援やワーク・ライフ・バランスの実現の

ために、職務や勤務地の限定がある場合に限定の内容について使用者から労働者に明示が行われ 

ることが重要である。明示により労使間で限定の内容について認識が共有されるようにするため、

以下の①や②のような対応が考えられるところである。 

① 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等において、限定がある場合はその内容を就業規則で定

めるとともに、労働契約の締結や変更（転換）の際に、限定がある場合はその内容について労

働者に書面で明示することを義務付ける。 

② 労働契約法において、労働契約の締結や変更の際に、限定がある場合は限定の内容について労

働者に書面で確認することを明記し、明示を奨励する。 
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   ①については、その違反に対する労働基準監督署による監督指導や罰則により履行確保を図る

ことが可能であるため、限定についての明示を普及・徹底させる観点から、最も効果が高い方法で

あると解される。 

しかしながら、限定についての明示の運用が定着していない中で明示の義務付けを行うことは、

使用者の実務に混乱を与えるおそれがあり、使用者が人事の柔軟性を維持するために「限定無し」

の明示をすることを促進してしまい、結果として、多様な正社員の活用が阻害されてしまうおそれ

もある。 

②については、現行の労働契約法第４条でも、労使は労働契約の内容をできる限り書面で確認す

るものとするとしている。これは訓示的な規定であり、公法上も私法上も強制力はなく、人事労務

管理上の柔軟性とも両立し得る一方で、企業コンプライアンス上の指針となるため、限定について

の明示の促進に資すると考えられる。そして、現行の労働契約法第４条による書面による確認事項

には、職務や勤務地の限定も含まれることから、このことについて、労働契約法の解釈を含め雇用

管理上の留意事項等に定め通知するなど様々な機会や方法を捉えて周知することが考えられる。 

まずは②について解釈を示し、将来的に労働契約法を改正する場合には、限定についての明示に

ついて規定することを検討することが考えられる。また、将来的には、限定の明示が定着してきた

段階で、労働基準法に基づく義務化を検討することが考えられる。 

また、労使当事者間での限定の明示を促進するため、また、これに加えて求職者の円滑な求職活

動や労働移動に資するため、限定の内容を対外的に公表する企業を好事例として紹介したり表彰

することや、現行の次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）に基づく行動計画策定

指針（平成 21 年国家公安委員会、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省、環境省告示第１号）の雇用環境の整備に関する事項に「勤務地、担当業務等の限定制度の実施」

の規定があり、これに基づき制度化し、一般事業主行動計画に位置づけて公表することが考えられ

る。また、助成措置の対象とすることが考えられる。 

 

 （４）今後の労働契約法制の在り方に関する研究会報告書（平成 17 年９月 15日） 抄 

  第２ 労働関係の成立 

   ３ 労働条件の明示 

    労働契約は長期間継続するものであり、労働条件も当然に変更されることが予定されているも

のであることから、契約締結時の労働条件の明示とは別に、労働条件の変更時に当該変更内容の明

確化を図ることについても検討すべきではないかという意見が出された。 

さらに、仮に労働契約締結時に将来の労働条件の変更に関する事項の明示を充実させることと

した場合には、使用者は広範に使用者の権限、労働者の義務を明示することが考えられる。このた

め、これに当然に労働者が拘束されるとすることが必ずしも適当とはいえず、労働条件明示の本来

の目的である労働者の将来の処遇に関する予測可能性の向上の問題（労働契約の効力要件として

の必要条件）と、労働者を労働契約の効力として拘束できるか否かの問題（労働契約の効力要件と

しての十分条件）とは区別すべきであるとの意見や、明示された文言に厳密にとらわれず実情に即

した合理的な限定解釈が必要になるとの意見があった。 
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  第３ 労働関係の展開 

   ３ 配置転換 

 配置転換において最も問題となるのは、労働者が転居を余儀なくされる場合であることから、労

働者が契約締結時にその可能性の有無を知ることができるようにすることは重要であるため、指

揮命令との区別が可能であると考えられる転居を伴う配置転換については、その可能性がある場

合にはその旨を労働基準法第 15 条に基づき明示しなければならないこととすることが適当であ

る。その際、現在労働基準法第 15条に基づく契約締結時の明示事項は、概ね労働基準法第 89 条

に定める就業規則の必要記載事項とされていることにかんがみ、転居を伴う配置転換があり得る

場合にはこれに関する事項を就業規則の必要記載事項とすることが適当である。 

 

（５）労働基準法研究会報告（労働契約等法制関係）（平成５年５月 10 日） 抄 

第３ 労働契約の締結 

１ 労働契約の内容の明確化 

(1)労働条件の明示の原則 

○ なお、労働契約の締結に際し明示された労働条件の内容を変更しようとする場合には、手続き的

には、労働契約締結の際と同様の明示の手続が必要と考えられるが、実際には就業規則の変更の際

の手続きにより対応することとなろう。 

(3)労働条件明示についての法制  

○ 今後、就業形態が多様化する中で、就業規則において一律に労働条件を定めることが困難な場合

も増加していくことも予想されるが、就業規則において一律の定めをすることが困難な事項につ

いては、現行でも労働契約に委ねる旨の定めをすることが可能であると解されている。そこで、そ

の場合には、就業規則に関する規制が空洞化しないようにするためにも、当該労働契約に委ねる旨

の定めをした事項については、書面により明示する制度とすることが適当である。 

 

  第４ 労働契約の内容  

２ 配転、出向に関する問題点と対策の方向 

(2)配置転換 

  ○ 配置転換も、出向と並びその取扱いが労働関係上重要な位置を占めるに至っている。しかし、配

置転換は、出向とは異なり一の企業内で行われるものであり、基本的には労使が十分に話し合い、

当該企業の部門、支店展開等の実情を踏まえて適切なルール作りを行うべきものである。そのルー

ル作りを促進し、その明確化を図るためには、就業規則上従事すべき業務及び勤務場所の範囲を定

める事とするとともに、労働契約の締結に当たって当該事項を明示することとすることが適当で

ある。なお、住居の変更を伴う配置転換、特に海外の事業場への配置転換は、労働者の家族も含め

た生活に大きな影響を及ぼすものであることから、可能な限りその範囲、労働条件等についてあら

かじめ明確にする…ことが望まれる。 

 

  第６ 就業規則等 

  １ 就業規則に関する問題点と対策の方向 
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  (1)就業規則の作成義務 

  ○ 就業規則の必要記載事項については、項目をより詳細に規定することにより、その内容を明確

にすることが適当であり、このような観点に立って次の項目を追加、改訂することが適当である。 

① 就業の場所、配置転換に関する事項 

② 出向に関する出向先の範囲、出向に当たっての手続、出向中の労働条件の基準、出向に当たっ

ての退職手当等の継続勤務の取扱い 

③ 社宅、寮等の重要な福利厚生に関する取扱い 

④ 制裁に関する事項を詳細にし、服務規律、懲戒事由及びその程度に応じた懲戒処分の種類、程

度 

⑤ 就業規則の適用範囲 

⑥ 退職に関する事項を詳細にし、解雇基準、定年制、再雇用制度、勤務延長制度、労働者側の退

職の手続 


